
証券コード 3041
平成27年９月10日

株 主 各 位
熊本県熊本市南区流通団地1丁目46番地

代表取締役社長 三 島 美 佐 夫

第19期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第19期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年９月24日（木曜日）午後５時ま
でに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成27年９月25日（金曜日）午前10時
2. 場 所 熊本県熊本市中央区二の丸１番１－１号

「桜の馬場 城彩苑」 総合観光案内所 ２階 多目的交流施設
(会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参
照いただき、お間違いのないようご注意ください。)

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第19期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

2. 第19期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件

4. 招集にあたっての決議事項
(1) 議決権行使書面の賛否の欄に記載がない場合、会社提案に賛成の意思表示があ

ったものとして取り扱わせていただきます。
(2) 書面投票を重複して行われた場合で議決権行使の内容が異なる場合には、最後

のものを有効なものとしてお取り扱いいたします。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ

た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.beauty-kadan.com）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀による積極的な

金融緩和策の推進により、景気は緩やかな回復基調にありました。しかしながら

一方では円安の傾向が続いたことによる輸入原材料の価格上昇や消費税率引き上

げにより、個人消費の伸びは限定的なものとなりました。

このような状況の中、当社グループは、平成27年６月期を初年度とする中期経

営計画「Revival & Growth 2017」を策定し、当期からの３ヶ年を業績回復及び向

上の期間と位置付け、グループ一丸となって取り組んでまいりました。当計画に

おける事業方針としましては、当社グループのコア事業であり、強みを活かせる

カテゴリーである生花事業に最大限注力するものとし、新規事業への投資につい

ては、成長性と収益性の期待できる事案に限定することで収益拡大を図ることと

しております。具体的には「ブランド力の再強化」、「継続的な事業発展に向けた

経営体制の強化」、「既存事業の再構築と成長事業の更なる収益力強化」、「徹底し

たコストダウンによる筋肉質な企業体質への変革」、「人材育成と新たな人事制度

構築」をビジョンに掲げ推進しております。

　この結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は、6,617,649千円

(前年同期比1.0％減)、営業利益は113,273千円(前年同期比504.8％増)、経常利益

は84,410千円(前年同期比96.0％増)、当期純損失は投資不動産売却損として

28,601千円、のれん減損損失として28,962千円並びに減損損失として72,895千円

を計上したこと等により、89,307千円(前年同期は49,231千円の当期純利益）とな

りました。

　

セグメントごとの業績は、以下のとおりであります。

（生花祭壇事業）

生花祭壇事業の売上高は、3,171,766千円(前年同期比0.4％減)となりました。

厚生労働省「平成26年人口動態統計月報年計（概数）の概況」によりますと、

年間死亡者数は1,279千人と推計され、前年同様、高齢化社会を背景に増加傾向

にあります。経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」によると、葬儀業

の平成26年７月から平成27年６月までの売上高は619,144百万円(前年同期比3.9

％増)、取扱件数は433,345件(前年同期比2.8％増)と直近の集計ではいずれも横

ばいで推移いたしましたが、この数年での傾向といたしましては、葬儀単価は

やや低下しつつも件数が増加し、売上は拡大している状況です（同調査は、平

成27年１月分より葬儀業において、一部調査対象の追加等が行われており、平
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成26年12月以前の数値はリンク係数（データの比較可能性を確保するために算

出した係数）で除した数値で前年比較を行っております）。このように葬儀業全

体では市場は拡大傾向にありますが、葬儀業における各カテゴリー（葬祭専門

事業者、冠婚葬祭業者、農業協同組合、新規参入事業者等）別や地域別に見る

とその状況は均一ではありません。特定のカテゴリー事業者や地域では社会構

造の変化に伴い、消費者の価値観やニーズも急激に変化が進んでおり、特に大

都市圏において「直葬」の増加や「家族葬」「密葬」等葬儀の小型化とともに単

価の下落傾向が続いております。このような状況の中で、当事業では、生花の

調達力を活かした低価格商品の開発を進め、プライスリーダーシップを取り、

当社独自の市場の開拓を進めてまいりました。また、営業部門では多様なカテ

ゴリーの顧客に対応する提案能力の強化と意識改革の推進を実施しております。

その他、労務費の圧縮策等が奏功したこと、また台湾の連結子会社である美麗

花壇股份有限公司（現在清算手続中）による収益圧迫要因がなくなったこと等

により、その結果、営業利益は191,079千円(前年同期比17.7％増）となりまし

た。

（生花卸売事業）

生花卸売事業の売上高は、前第２四半期連結会計期間中に完全子会社化した

マイ・サクセス株式会社の業績を、前第３四半期より連結損益計算書に反映し

たこと（前連結会計年度は６ヶ月分）等により、1,860,569千円(前年同期比

20.0％増)となりました。東京都中央卸売市場「市場統計情報」(平成27年６月)

によると、平成26年７月から平成27年６月までの切花累計の取扱金額は59,265

百万円（前年同期比3.3％増）、数量では891百万本(前年同期比2.5％減)と金額

ベースでは増加傾向、数量ベースでは減少傾向にあります。当事業では、平成

26年８月より生花輸入業務をマイ・サクセス株式会社へ移管、従来の生花卸売

事業（国内流通）と生花祭壇事業とのシナジー追求に注力し、積極的な業務効

率化施策を実施しております。その結果、営業利益は146,701千円（前年同期比

26.4％増）となりました。

（ブライダル装花事業）

ブライダル装花事業の売上高は475,826千円(前年同期比2.8％増)となりまし

た。少子化と非婚化の影響を受け、婚姻件数は減少傾向にあるものの、オリジ

ナル挙式志向の高まり、結婚年齢の上昇等による費用の増加を背景に大きな市

場規模が保持されております。ブライダル装花事業を請け負う連結子会社の株

式会社One Flowerでは、平成26年７月に東京都江東区に「豊洲店」、福岡県福岡

市西区に「姪浜店」として、店舗併設の新規拠点を開設、同年10月には東京都

中央区銀座において新たな提携式場が稼働、また平成27年２月に神奈川県横須

賀市の葉山エリアにおいて新規拠点を開設し、新たな提携式場が稼働するなど、

今後のブライダル装花事業の成長に向け各営業施策を実行しております。この

結果、これらの新規拠点の開設等の営業施策による人件費及びその他販売管理

費の増加に伴い、営業利益は52,636千円(前年同期比39.0％減)となりました。
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（土木・建設事業）

土木・建設事業は熊本市内及びその近郊にて事業を行っております。熊本県

内の近年の工事内容を見ると、災害対策として河川などの維持・修繕工事に加

え、安倍政権の経済政策「アベノミクス」による公共投資は増加傾向にあり、

今後もこの傾向は暫く堅調に推移するものと思われます。しかしながら、売上

高は一部繰越工事のあった前年同期比では減少し560,460千円（前年同期比43.5

％減）となりました。一方で、公共工事をはじめ、工事採算性が向上したこと

等から、営業利益は25,052千円（前年同期比5.5％増）となりました。

　なお、当事業を行う昇建設株式会社の株式を平成27年５月27日付で譲渡いた

しました。

（その他事業）

その他事業は、システム開発事業、不動産管理事業、冠婚葬祭に関する企画

並びにコンサルタント業務、一般労働者派遣業を行っており、当連結会計年度

より就労継続支援事業を追加しております。前述の事業を追加したこと、及び

各事業ともに比較的堅調に推移したこと等により、売上高は549,026千円（前年

同期比10.2％増）、営業利益は不動産管理事業において販売用不動産評価減とし

て12,863千円を計上したこと等により14,211千円（前年同期比54.3％減）とな

りました。システム開発事業は、葬儀関連会社に対する基幹システム、名札書

きシステム及びモバイル端末を用いた電子カタログや建築事業者に対するＣＡ

Ｄシステムの開発を行っております。不動産管理事業は、不動産の取得、処分、

賃貸の仲介及び管理を行っております。

　

　 なお、事業セグメント別売上高は、次のとおりであります。

売 上 高 構 成 比

生 花 祭 壇 事 業 3,171,766千円 47.9％

生 花 卸 売 事 業 1,860,569千円 28.1％

ブ ラ イ ダ ル 装 花 事 業 475,826千円 7.2％

土 木 ・ 建 設 事 業 560,460千円 8.5％

そ の 他 549,026千円 8.3％

合 計 6,617,649千円 100.0％

　(2) 設備投資の状況

当連結会計年度において、重要な設備投資は行っておりません。

　

　(3) 資金調達の状況

当連結会計年度において、金融機関より1,651百万円の資金調達を実施しまし

た。

なお、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額810百万

円の当座貸越契約を締結しております。
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　(4) 財産及び損益の状況

　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第16期

(平成24年６月期)
第17期

(平成25年６月期)
第18期

(平成26年６月期)

第19期
(当連結会計年度)
(平成27年６月期)

売 上 高(千円) 4,436,339 5,142,396 6,686,771 6,617,649

経 常 利 益(千円) 155,101 175,823 43,065 84,410

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）

(千円) 123,563 85,573 49,231 △89,307

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 29.32 20.27 11.63 △21.16

総 資 産(千円) 2,309,157 2,671,140 3,013,822 3,405,275

純 資 産(千円) 637,883 734,991 641,772 552,153

１株当たり 純 資 産 額 (円) 135.97 148.64 151.42 129.42

(注) 1. １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)は、期中平均発行済株式数に基づき算出してお
ります。

2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数に基づき算出しております。
3. 当社は平成25年７月１日を効力発生日として、普通株式１株につき200株の割合で株式分割

を行いましたが、第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)及び１株当たり純資産額を算定しております。

　（参考）当社の財産及び損益の状況

区 分
第16期

(平成24年６月期)
第17期

(平成25年６月期)
第18期

(平成26年６月期)

第19期
(当事業年度)
(平成27年６月期)

売 上 高(千円) 3,853,136 3,648,999 3,618,179 3,476,690

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）

(千円) 88,700 91,879 △32,358 99,426

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）

(千円) △8,643 31,563 △12,617 54,072

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △2.05 7.48 △2.98 12.81

総 資 産(千円) 1,568,433 1,767,122 1,986,175 2,509,809

純 資 産(千円) 440,494 447,495 390,149 432,674

１株当たり 純 資 産 額 (円) 105.47 104.31 91.80 101.11

(注) 1. １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)は、期中平均発行済株式数に基づき算出してお
ります。

2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数に基づき算出しております。
3. 当社は平成25年７月１日を効力発生日として、普通株式１株につき200株の割合で株式分割

を行いましたが、第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)及び１株当たり純資産額を算定しております。
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　(5) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 One Flower 62,500千円 100.0％ ブライダル装花、ブーケ等の販売

美麗花壇股份有限公司 8,500千NT$ 100.0％
生花祭壇設営、供花等の販売、生花の
輸出

株 式 会 社 SHF 58,000千円 100.0％ システム開発事業

株式会社ビイケイエステート 5,000千円 100.0％ 不動産管理事業

株 式 会 社 花 時 3,330千円 100.0％ 生花祭壇事業、生花卸売事業

マイ・サクセス株式会社 30,000千円 100.0％
花卉・鉢物及び園芸用品の輸出入業・
卸売販売

株 式 会 社 ビ ン ク 35,010千円 99.97％ 葬祭業及び葬祭業務の請負

株式会社セレモニーサービス 22,000千円 100.0％
冠婚葬祭に関する企画・運営ならびに
コンサルタント業務他

株式会社キャリアライフサポート 10,000千円 100.0％
障害者総合支援法に基づく就労継続支
援事業

　
(注)平成27年５月27日付で、当社は昇建設株式会社の全株式を譲渡いたしました。
(注)株式会社システムハウス福知山は、平成27年６月１日付で社名を株式会社SHFに変更いたしまし
た。

　

　(6) 対処すべき課題

当社グループは冠婚葬祭において生花を用いた装飾を行う、生花祭壇事業及び

ブライダル装花事業とそれら自社で使用する生花の購買力を利用して、良質で適

正価格の生花を一般生花店や葬儀社の生花部へ販売する生花卸売事業を展開して

おります。

最も売上構成比が高い生花祭壇事業の顧客が属する葬儀業界におきましては、

近年の高齢化の進展に伴い、死亡者数も増加傾向にあります。しかしながら、近

年、近親者のみで行う密葬の増加や葬儀規模の縮小により、１件あたりの葬儀単

価は下落傾向が見られます。孤独死の増加や男性においては仕事を引退した後の

老後の生活が長くなることにより、仕事関係での参列者が年々減少していること

や、核家族化や少子高齢化に伴い葬儀費用に対する喪家の負担も増加しているこ

となどが要因として考えられます。このような理由から、今後葬儀の簡素化がさ

らに進むことが予想されています。

生花卸売事業が属する花卉業界におきましては、規制緩和が進み、平成16年６

月には、「卸売市場法の一部を改正する法律」が施行され、また平成21年４月に

は、卸売手数料の自由化が実施されました。卸売市場は、従来の集荷、競り、分
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荷機能から付加価値をつけて販売する方向で動き出している状況であり、市場の

淘汰や花卉業界の再編が進んでいるものと認識しております。

近年当社グループとして注力しているブライダル装花事業の顧客が属するブラ

イダル業界におきましては、婚姻件数は、年々減少傾向にあり、昭和47年に110万

組(婚姻率10.4％)とピークを迎えた後、平成23年に70万組を下回りました。婚姻

件数は長期的には縮小傾向と考えられておりますが、一気に減少に向かう状況と

はなっておりません。近年主流となりつつあるゲストハウス・ウエディングとい

うスタイルがマーケットに定着したことで、既存のホテルや専門式場等による競

争の激化が徐々に進行しております。そのような状況から、付加価値の高い商品

と低価格の両立が求められるものと予想しております。

このような環境のもと、当社グループは次の事項を重要な課題として捉えてお

ります。

① 生花祭壇事業の売上拡大と収益力向上

② 生花卸売事業の売上拡大

③ ブライダル装花事業の売上拡大と収益力向上

④ 既存事業とシナジーが見込める新規事業への取り組み

⑤ 環境変化に対応できる組織の見直しと人材教育の強化

上記課題の対応については、以下のとおり考えております。

① 生花祭壇事業の売上拡大と収益力向上

生花祭壇事業は、他の業界と同様に高付加価値商品と低価格商品の二極分化

が進行すると考えております。高付加価値商品への対応については、後述(⑤

環境変化に対応できる組織の見直しと人材教育の強化)のとおり徹底した技術者

教育を継続してまいります。また、これらの高付加価値商品については、葬儀

社を通じて喪家からご注文いただくため、商品開発の一元管理と３次元コンピ

ューターグラフィック等による提案力の向上を図り、ブラッシュアップされた

営業ツールを葬儀社に提供してまいります。

低価格な生花祭壇及び供花への対応については、これらの作成工程の徹底し

た業務分析を行い、工程と工数の管理、各工程に必要な技術力分析、投下する

人材の管理を徹底することで、品質の維持と究極のコストダウンを同時に実現

いたします。具体的には数十種類存在していた供花の仕様を数種類に集約し、

また、従来各支店で作成していた供花を東京都葛飾区にある加工物流センター

で集中生産しております。併せて、徹底した労務費管理を行うため、平成24年

６月に人材派遣事業を展開している株式会社ビンクを子会社化しました。これ

らによって、従来外注化していたスポット的な業務社員をグループ内で賄うこ

とで、顧客サービスレベルの維持と適正な労務費管理を実現する予定です。

② 生花卸売事業の売上拡大

平成26年６月期の生花の海外調達率は金額ベースで約42.6％でしたが、平成

27年６月期では約45.5％と増加いたしました。これは主に台湾からの胡蝶蘭、

トルコキキョウ、中国からの菊の輸入の拡大が寄与したものであります。今後
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につきましても、引き続き海外での生花の商品開発を進めるとともに、平成25

年10月に子会社化したマイ・サクセス株式会社による東南アジアやアフリカ、

南米地域の生産者からの輸入量を拡大することで、海外調達率の向上を図ると

ともに国内生産者との直接取引拡大により、仕入原価を安定的に下げることで

売上拡大を目指してまいります。なお、最終的な海外調達率は生花の調達コス

ト、貿易経費及びカントリーリスクを勘案すると金額ベースで50％程度がひと

つの目安になるものと考えております。また、国内調達においては、全国の生

産地情報、卸売市場情報、マーケット情報などを当社の情報ネットワークにい

ち早く取り込むことにより、収穫前の先売りなど販売機会の増大を図り、売上

の向上を目指します。

③ ブライダル装花事業の売上拡大と収益力向上

ブライダル装花事業は主に熊本県を中心とした九州エリア、東京都を中心と

した関東エリアで事業展開しております。各拠点の顧客層は九州エリアにおい

ては既存のホテルや専門式場等が主体で、関東エリアではゲストハウス・ウエ

ディング、レストラン・ウエディング等が主体であります。今後は、マーケッ

ト規模が大きくかつ、今後の成長が期待できる関東エリアでの新規顧客の獲得

を図り、売上の拡大を目指します。また、平成24年９月１日に当社の熊本地区

における生花祭壇事業を担っている熊本支店を分割し、ブライダル装花事業を

担っている株式会社One Flowerへ吸収合併いたしました。これらのビジネスユ

ニットの統合施策によって、１拠点でブライダル装花事業と生花祭壇事業を１

パッケージで行うこととなります。冬場が繁忙期で六曜に左右される生花祭壇

事業と冬以外が比較的繁忙期で土日に集中するブライダル装花事業を組み合わ

せることで、新しいローコストビジネスモデルの確立を図ってまいります。

④ 既存事業とシナジーが見込める新規事業への取り組み

当社グループの既存事業である生花祭壇事業、生花卸売事業、ブライダル装

花事業を核としながら、シナジーが見込める事業の垂直統合及び水平統合を進

めることで、冠婚葬祭事業者や新規顧客に対し、新しいソリューションモデル

の提供を行ってまいります。今後は当社グループのコア事業であり、強みを活

かせるカテゴリーである生花事業に最大限注力するものとし、新規事業への投

資については、成長性と収益性の期待できる事案に限定することで収益拡大を

図ることとしております。

⑤ 環境変化に対応できる組織の見直しと人材教育の強化

当社は創業以来、生花祭壇事業とその仕入機能を活かした生花卸売事業の２

本柱で事業展開してまいりました。今後はより一層の収益力の向上を目指すた

め各事業における最適規模での分社化やフランチャイズ化を検討しております。

また、ブライダル装花事業や既存事業とシナジーが期待できる新規事業の展開

や資本業務提携も積極的に取り組んでいく予定です。このような経営方針のも

と、激変する外部環境とその変化に対応すべく、ビジネスユニットの統廃合や

組織形態の抜本的な見直しを検討いたします。また、多様に変化する喪家の要

望の中で常に求められ、支持されているのは「感動」です。生花祭壇や供花を
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通じて「感動」を創造することこそが、当社の使命であり、競争優位性を保障

するものと考えます。その感動の創り手である社員は、高い技術力とマネジメ

ント能力を兼ね備えた人材であることが重要です。そのため、当社では、技術

教育に注力するとともに、優秀な人材の確保に努めてまいります。具体的には、

社内外で通用する技術認定制度とその制度に準じた教育、評価制度を平成23年

３月に確立し、技術認定制度に伴う評価制度の運用を実施しております。今後

も定期的に認定試験を実施し、技術者の育成を行います。また、幹部社員を対

象としたマネジメント能力の強化を重点的に行うことで、原価管理、労務費管

理、販売管理費管理を徹底し、どのような経営環境でも目標の利益率を確保で

きる体制を確立してまいります。

　

　(7) 主要な事業内容（平成27年６月30日現在）

事 業 区 分 主 な 事 業 内 容

生 花 祭 壇 事 業 生花祭壇・供花等の販売

生 花 卸 売 事 業 菊・胡蝶蘭等生花の販売

ブライダル装花事業 ブライダル装花・ブーケ等の販売

そ の 他 事 業
システム開発事業・不動産管理事業・冠婚葬祭に関する企画並びにコン
サルタント業務・一般労働者派遣業・就労継続支援事業

　(8) 主要な営業所（平成27年６月30日現在）

①当社

株式会社ビューティ花壇

本 社 熊本県熊本市南区流通団地一丁目46番地

東 京 本 部
東京都千代田区三崎町三丁目３番３号 イマス三上
ビル４Ｆ

仙 台 支 店 宮城県仙台市宮城野区中野字田中120番１号

長 野 支 店 長野県長野市広田141番地

大 阪 支 店 大阪府東大阪市西石切町六丁目４番13号

福 岡 支 店 福岡県福岡市東区松田二丁目９番１号

葛飾営 業 所 東京都葛飾区白鳥四丁目８番14号

朝霞営 業 所 埼玉県朝霞市泉水一丁目８番23号

川崎営 業 所 神奈川県川崎市宮前区野川874番地

落合営 業 所 東京都新宿区上落合二丁目29番１号

加工物流センター 東京都葛飾区白鳥四丁目７番13号

関東受注センター 東京都葛飾区白鳥四丁目８番14号
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②子会社

株 式 会 社 One Flower 本 社 熊本県熊本市南区流通団地一丁目46番地

美麗花壇股份有限公司 本 社 台湾省台北市中山區復興北路420號7樓619號室

株 式 会 社 SHF 本 社 京都府福知山市字猪崎小字古黒353番

株式会社ビイケイエステート 本 社 熊本県熊本市南区流通団地一丁目46番地

株 式 会 社 花 時 本 社 沖縄県中頭郡北中城村字安谷屋2252-1

マイ・サクセス株式会社 本 社 千葉県成田市前林861番地

株 式 会 社 ビ ン ク 本 社
東京都千代田区三崎町三丁目３番３号 イマス三上
ビル４Ｆ

株式会社セレモニーサービス 本 社 熊本県熊本市中央区出水一丁目1番地28

株式会社キャリアライフサポート 本 社 熊本県菊池郡菊陽町大字久保田字下原2818-7

　

　(9) 従業員の状況（平成27年６月30日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

事 業 部 門 従 業 員 数（名)

生 花 祭 壇 事 業 143 (160)

生 花 卸 売 事 業 11 ( 7)

ブ ラ イ ダ ル 装 花 事 業 30 ( 22)

そ の 他 50 ( 28)

全 社 （共 通） 19 ( ―)

合 計 253 (217)

(注) 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員（８時間換算）
を外数で記載しております。

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

141（137）名 △13（―）名 33.0歳 6.1年

(注) 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員（８時間換算）
を外数で記載しております。

　

　(10) 主要な借入先の状況（平成27年６月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 熊 本 銀 行 575,000千円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 327,500千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 166,369千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 154,345千円

株 式 会 社 肥 後 銀 行 150,000千円

株 式 会 社 京 都 銀 行 135,762千円
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2. 会社の株式に関する事項（平成27年６月30日現在）

　(1) 発行可能株式総数 17,600,000株

　(2) 発行済株式の総数 4,220,248株(自己株式855,752株を除く）

　(3) 株主数 3,319名

　(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （株） 持 株 比 率 （％）

株 式 会 社 Ｍ Ｍ Ｃ 1,000,000 23.70

三 島 美 佐 夫 707,400 16.76

謝 花 斉 229,400 5.44

ビ ュ ー テ ィ 花 壇 従 業 員 持 株 会 154,500 3.66

三 島 志 子 120,000 2.84

清 水 康 100,000 2.37

畑 美 智 子 84,600 2.00

株 式 会 社 河 野 メ リ ク ロ ン 68,800 1.63

能 村 光 勇 61,000 1.45

河 野 通 郎 46,200 1.09

(注) 1. 当社は自己株式855,752株を保有しておりますが、上記には含めておりません。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

　

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成27年６月30日現在）

平成25年９月27日開催の取締役会決議による新株予約権

①新株予約権の払込金額 払込を要しない

②新株予約権の行使価額 １個につき42,500円

③新株予約権の行使条件 （注１）

④新株予約権の行使期間 平成27年10月１日から平成29年９月30日

⑤当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類および数 保 有 者 数

取 締 役

（社外取締役を除く）
70個

普通株式7,000株

（新株予約権１個につき100株）
２人

社外取締役 ―個 ―株 ―人

監 査 役 ―個 ―株 ―人

注１ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。
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　(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社または当社子

会社の取締役、監査役または従業員たる地位にあることを要す。但し、取

締役が任期満了により退任した場合または従業員が定年により退職した場

合は、その地位を喪失した後１年間はこの限りでない。また、当社取締役

会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでない。

(2) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使日の属する月の前月における

各日（取引が成立しない日を除く。）の終値の平均値が550円以上である場

合にのみ権利行使できる。なお、１円未満の端数は切り捨てる。

(3) 新株予約権の相続は認められない。

　

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

　

4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成27年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 三 島 美佐夫 株式会社MMC代表取締役社長

専 務 取 締 役 舛 田 正 一 事業本部長兼新規事業本部長

取 締 役 田 口 絹 子
コーポレート本部長
株式会社One Flower代表取締役会長

取 締 役 三 島 まりこ 経営企画室長

取 締 役 柳 本 信一郎

取 締 役 米 田 隆
株式会社グローバル・リンク・アソシエイツ
代表取締役

常 勤 監 査 役 竹 内 尚 日本産業株式会社監査役

常 勤 監 査 役 亀 井 浩太郎

監 査 役 酒 井 由香里 株式会社ユナイテッドアローズ常勤監査役

(注) 1. 取締役柳本信一郎氏及び取締役米田隆氏は、社外取締役であります。
2. 常勤監査役竹内尚氏、常勤監査役亀井浩太郎氏及び監査役酒井由香里氏は、社外監査役で

あります。
3. 取締役柳本信一郎氏、取締役米田隆氏、常勤監査役竹内尚氏、常勤監査役亀井浩太郎氏及

び監査役酒井由香里氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。

4. 平成26年９月22日開催の第18期定時株主総会において、米田隆氏が取締役に新たに選任さ
れ、就任いたしました。

5. 取締役須浪薫氏は、平成27年６月30日をもって取締役を辞任いたしました。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員 基本報酬
ス ト ッ ク
オプション

報酬等の総額

取 締 役
（うち社外取締役）

８名
(２)

81,837千円
（5,925)

585千円
82,422千円

（5,925)

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
(３)

9,810千円
(9,810)

―
9,810千円

(9,810)

合 計 11名 91,647千円 585千円 92,232千円

(注) 1. 取締役の報酬限度額は、平成25年９月20日開催の第17期定時株主総会において年額300百万
円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

2. 監査役の報酬限度額は、平成18年９月28日開催の第10期定時株主総会において年額20百万
円以内と決議いただいております。

3. ストックオプションは、平成25年９月27日開催の取締役会決議に基づき、新株予約権130個
を取締役4名に付与したものであります。

4. ストックオプションは、当事業年度における費用計上額を記載しております。

　

　(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役米田隆氏は、株式会社グローバル・リンク・アソシエイツ代表取締役

を兼務しております。監査役竹内尚氏は、日本産業株式会社監査役を兼務して

おります。監査役酒井由香里氏は、株式会社ユナイテッドアローズ常勤監査役

を兼務しております。なお、当社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会
(24回開催)

監 査 役 会
(12回開催)

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 柳 本 信一郎 24回 100％ - -

取 締 役 米 田 隆 17回 100％ - -

常勤監査役 竹 内 尚 22回 92％ 11回 92％

常勤監査役 亀 井 浩太郎 24回 100％ 12回 100％

監 査 役 酒 井 由香里 23回 96％ 10回 83％

　 ・取締役会及び監査役会における発言状況

取締役柳本信一郎氏は、豊富な海外経験と会社経営者として経営全般に関

する経験から培った知識・見地から、適宜発言を行っております。

常勤監査役竹内尚氏、常勤監査役亀井浩太郎氏及び監査役酒井由香里氏は、

社外監査役として、公正かつ独立の立場から取締役会の意思決定及び取締役

の業務遂行の適法性と合理性を確保するための発言を行っております。

　取締役米田隆氏については、平成26年９月22日就任後の状況を記載してお

ります。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 16時15分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



③ 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当社の各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につ

き、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の

限度額としております。

　

5. 会計監査人の状況

　(1) 名称 監査法人よつば綜合事務所

　

　(2) 報酬等の額及び監査役会が報酬等の同意をした理由

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

17,000千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(注) 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意をした理由
監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上

で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算定根拠について確
認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意しております。

　

　(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の目的とすることとい

たします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。

　

6. 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要及び当該体制の

運用状況の概要は以下のとおりであります。
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　(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 企業価値の向上と社会の一員として信頼される企業となるため、法令・定款

及び社会規範の遵守を経営の根幹に置き、その行動指針としてビューティ花

壇役員行動規範を定めるとともに、万一取締役が他の取締役の違法行為を発

見した場合には、取締役及び監査役に対する報告並びに違法行為のための是

正措置が円滑に図れる体制を整えます。

② コンプライアンス室長がコンプライアンス全体に関する統括責任者としてコ

ンプライアンス体制の維持及び整備を行い、取締役への教育及び研修等を行

います。

③ 監査役及びコンプライアンス室は連携し、コンプライアンス体制の調査並び

に法令及び定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告する体制を整えま

す。また、取締役会は定期的にコンプライアンス体制を見直し、欠陥が発見

された場合には、取締役会として適切な是正措置を講じます。

　

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役会議事録を法令や社内規程に基づき作成し、適切かつ確実に保存及び

保管します。

② 経営及び業務執行に関する重要な情報及び決定事項は文書管理規程等の社内

規程に基づき、適切かつ確実に保存及び保管します。

　

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理規程により経営活動上のリスク管理に関する基本方針及び体制を

定め、これに基づくリスク管理体制を整備、構築することによって適切なリ

スク対応を図ります。

② 当社が把握するリスクは、有価証券報告書等を通じ積極的にステークホルダ

ーに開示していきます。

③ 新たに生じたリスク若しくは重大なリスクが予見された場合には、取締役会

において速やかに担当取締役を選任し、対応責任者として必要な対策を講じ

るものとします。

　

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は事業年度計画及び中期経営計画を作成し、その達成に向けて効率

的に職務を執行する体制を整えます。

② 取締役会は定時に毎月１回、また、必要に応じて臨時に開催し、経営上の重

要な項目についての意思決定を行うとともに、取締役の職務執行の状況を監

督します。

③ 取締役及び使用人の職務分掌と権限を社内規程にて明確にし、適正かつ効率

的に職務が行われる体制を確保します。
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　(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 稟議規程並びに業務分掌規程及び職務権限規程により各部門の職務権限を明

確化し、相互牽制機能を強化する体制を整えます。

② 内部通報制度を設置し、コンプライアンス通報規程に基づき、通報者が不利

益な取扱いを受けないよう保証する体制を整えます。

③ コンプライアンス室長がコンプライアンス全体に関する統括責任者としてコ

ンプライアンス体制の維持及び整備を行い、使用人への教育及び研修等を行

います。

　

(6) 会社並びにその親会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

① 関係会社管理規程に基づき、グループ各社への経営指導及び業務支援を行い

ます。

② グループ各社の経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役会

に報告し、承認を得て行います。

③ 定期又は臨時にグループ各社との連絡会議を開催し、グループ間の情報共有、

意思疎通及びグループ経営方針の統一化を図ります。

④ 監査役と内部監査人は、定期又は臨時にグループ各社の管理体制を監査し、

その結果を随時社長に報告します。

　

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

① 監査役は、コンプライアンス室の室員その他必要と認められる使用人に対し、

監査業務に関する要請を行うことができるものとします。

② 監査役から監査業務の要請を受けた使用人は、必要に応じて監査役の監査を

補助するものとします。

　

　(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役より監査業務に関する要請を受けた使用人は、その要請に関して、取

締役の指揮命令を受けないものとします。

② 監査業務に関する要請を受けた使用人に関する人事異動並びに人事評価及び

処罰等について、担当取締役は監査役の求めに応じてその事由等の説明を行

う業務を負うものとします。

　

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制

① 代表取締役及び業務担当取締役は、取締役会及び経営会議等において担当す

る業務の執行状況を随時報告するものとします。

② 取締役及び使用人は、当社及びグループ各社の業務に重大な影響を及ぼす事

項を発見した場合には、監査役に対し速やかに報告するものとします。
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(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役と代表取締役との間に、監査体制その他監査の実効性確保に関する事

項についての定期的な意見交換を行います。

② 監査役は、コンプライアンス室による内部監査の実施計画について事前に説

明を受け、当該計画について協議することとし、適宜に内部監査結果につい

て意見交換を行う等、常に連携を図っていきます。

③ 監査役は、適宜に監査法人との情報交換を行う等、連携を図っていきます。

　

(11) 内部統制システムの運用状況

平成27年５月１日から６月30日までの期間において、取締役会を２回、経営会

議を５回、監査役会を２回開催しております。また、社内及び社外に設置された

内部通報窓口において随時内部通報を受け付けるものとしており、周知及び対応

を継続しております。

　

7. 会社の支配に関する基本方針

当社は、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方

針については、特に定めておりません。

　

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて、記載比率は表示単位未満を四捨五入

して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成27年６月30日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

販 売 用 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 不 動 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　貸 倒 引 当 金

2,360,778

1,548,196

612,539

19,945

3,859

20,258

10,000

19,992

134,805

△8,818

1,044,497

540,757

247,017

46,999

32,773

200,859

13,107

92,363

74,278

18,084

411,376

16,145

198,524

33,622

171,540

△8,456

流 動 負 債 2,094,315

支払手形及び買掛金 303,753

短 期 借 入 金 990,004

一年内返済予定長期借入金 328,737

一年内償還予定社債 20,000

未 払 金 62,521

未 払 法 人 税 等 100,904

賞 与 引 当 金 500

繰 延 税 金 負 債 4,620

そ の 他 283,272

固 定 負 債 758,807

長 期 借 入 金 658,880

リ ー ス 債 務 48,577

退職給付に係る負債 36,863

そ の 他 14,485

負 債 合 計 2,853,122

純 資 産 の 部

株 主 資 本 532,872

資 本 金 213,240

資 本 剰 余 金 142,056

利 益 剰 余 金 356,233

自 己 株 式 △178,657

その他の包括利益累計額 13,301

その他有価証券評価差額金 47

為替換算調整勘定 13,254

新 株 予 約 権 5,969

少 数 株 主 持 分 10

純 資 産 合 計 552,153

資 産 合 計 3,405,275 負 債 純 資 産 合 計 3,405,275
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,617,649

売 上 原 価 5,484,078

売 上 総 利 益 1,133,570

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,020,296

営 業 利 益 113,273

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 761

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3,268

受 取 地 代 家 賃 8,859

為 替 差 益 7,688

そ の 他 25,773 46,350

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,734

不 動 産 賃 貸 費 用 4,588

そ の 他 51,890 75,213

経 常 利 益 84,410

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,307

子 会 社 株 式 売 却 益 77,196 79,504

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 410

減 損 損 失 72,895

の れ ん 減 損 損 失 28,962

投 資 不 動 産 売 却 損 28,601

そ の 他 3,373 134,242

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 29,672

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 113,731

法 人 税 等 調 整 額 5,238 118,969

少数株主損益調整前当期純損失(△) △89,297

少 数 株 主 利 益 10

当 期 純 損 失 ( △ ) △89,307

― 19 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 16時15分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結株主資本等変動計算書

（平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 213,240 142,056 456,542 △178,643 633,195

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △14,771 △14,771

当 期 純 損 失 ( △ ) △89,307 △89,307

自 己 株 式 の 取 得 △14 △14

連 結 範 囲 の 変 更 3,769 3,769

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △100,308 △14 △100,322

当 期 末 残 高 213,240 142,056 356,233 △178,657 532,872

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

少数株主持分 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 281 5,563 5,845 2,731 ― 641,772

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △14,771

当 期 純 損 失 ( △ ) △89,307

自 己 株 式 の 取 得 △14

連 結 範 囲 の 変 更 3,769

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

△234 7,690 7,455 3,237 10 10,703

連結会計年度中の変動額合計 △234 7,690 7,455 3,237 10 △89,619

当 期 末 残 高 47 13,254 13,301 5,969 10 552,153
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連 結 注 記 表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 ・連結子会社の数 10社

　 ・主要な連結子会社の名称 美麗花壇股份有限公司

昇建設株式会社

株式会社One Flower

株式会社SHF

株式会社ビイケイエステート

株式会社花時

マイ・サクセス株式会社

株式会社ビンク

株式会社セレモニーサービス

株式会社キャリアライフサポート

　 ②連結範囲の変更

当連結会計年度から、株式会社キャリアライフサポートを連結範囲に含めております。株式

会社キャリアライフサポートの重要性が増したことにより、連結範囲に含めることとしたもの

であります。

　 ③主要な非連結子会社の名称等

　 ・非連結子会社の数 ２社

　 ・主要な連結子会社の名称 株式会社三島葬祭

合同会社ビイケイエナジー

　 ・連結の範囲から除いた理由 　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。
　(2) 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の美麗花壇股份有限公司、株式会社花時及びマイ・サクセス株式会社の決算日は３

月31日、株式会社One Flower、株式会社SHF、株式会社ビイケイエステート、株式会社セレモニー

サービス並びに株式会社キャリアライフサポートの決算日は５月31日であり、連結決算日と異なっ

ております。連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を使用しております。ま

た、昇建設株式会社は7月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、４月30日を仮決算

日とする計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。
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　(3) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ 有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの 　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価金額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定)
時価のないもの 移動平均法による原価法

　 ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、原材料、貯蔵品 　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　 ・仕掛品 　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額

法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法によっております。

　 ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用）

については社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

　 ハ リース資産

　 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

ニ 長期前払費用 定額法によっております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金 　従業員に支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込

額のうち、当連結会計年度に負担すべき賞与支給見込額を計上

しております。

　 ④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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ロ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、子会社の決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は子会社の事業年度にお

ける期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

ハ 消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっておりま

す。

ニ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、工期がごく短いもの等、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。
ホ のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、３～７年で均等償却しております。
　

2. 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

3. 連結貸借対照表に関する注記

（1）担保資産

長期借入金410,762千円の担保に供してる資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 208,694千円

土地 190,989千円

　合計 399,683千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 389,031千円
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4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 5,076,000株

(2) 当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数

　 普通株式 855,752株

(3) 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議
株式の
種 類

配当金の
総額(円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年９月22日
定時株主総会

普通株式 14,771,050 3.5 平成26年６月30日 平成26年９月24日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

平成27年９月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。

　 ・配当金の総額 14,981,880円

　 ・１株当たり配当額 3.55円

　 ・基準日 平成27年６月30日

　 ・効力発生日 平成27年９月28日

　 なお、配当原資については、利益剰余金としております。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数

該当事項はありません。

5. 金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ① 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については安全性及び流動性を重視し、短期的な預金等に限定し、

資金調達については、主に銀行借入や社債発行によっております。また、デリバティブ取引は行

っておりません。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客である取引先の信用リスクに晒されております。

当該リスクについては、社内規定に従い、主要な取引先の与信管理を定期的に行い、取引相手ご

とに期日及び残高を管理することにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。差入保証金は、主に賃貸物件の敷金及び業務委託契約の保証金等であり、支

出先の信用リスクに晒されております。営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１ヶ

月以内の支払期日であります。借入金及び社債は、主に運転資金に係る資金調達であります。

営業債務、借入金、社債は流動性のリスクに晒されておりますが、当該リスクについては、資

金繰計画を作成し定期的に更新することにより管理しています。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年６月30日（当期連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時 価
(千円)

差 額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,548,196 1,548,196 ―

(2) 受取手形及び売掛金 612,539 612,539 ―

(3) 差入保証金
(一年内回収予定差入保証金含む）

169,660 167,547 △2,113

資産計 2,330,396 2,328,282 △2,113

(1) 支払手形及び買掛金 303,753 303,753 ―

(2) 短期借入金 990,004 990,004 ―

(3) 長期借入金
　 (一年内返済予定長期借入金含む）

987,617 962,257 △25,359

(4) 社債
　 (一年内償還予定社債含む）

20,000 20,202 202

負債計 2,301,374 2,276,217 △25,157

　(注)１．金融商品の時価の算定方法

　資 産

　(1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

　(3）差入保証金

契約満了により、将来回収が見込まれる敷金及び保証金について、その将来キャッシュ・フロー

を国債の利回り等適切な利率で割引いた現在価値により算定しております。

　負 債

　(1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

　(3）長期借入金、（4）社債

これらの時価については、元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

　(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

差入保証金 42,545

差入保証金の一部については、契約の解約時期の見積が困難なため、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、「(3）差入保証金」には含めておりません。

6． 賃貸等不動産に関する注記

　賃貸不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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7. １株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 129円42銭

　(2) １株当たり当期純損失(△) △21円16銭

　

8． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

9． その他の注記

(減損損失)

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 金額（千円）

その他資産 建物、工具器具備品等

東京都葛飾区、埼玉県朝霞

市、神奈川県川崎市、東京

都新宿区

61,359

遊休土地 土地 熊本県上益城郡 11,535

その他 のれん ― 28,962

合計 101,857

(2) 減損損失の認識に至った経緯

(その他資産の減損損失)

関東地域における生花祭壇事業において、葬儀の小規模化が加速度的に進んだことによる販売

単価の下落、加えて円安に伴う仕入原価の高騰などにより急激に収益力が低下したため、減損認識

時点における同事業にかかる資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

(遊休土地の減損損失)

当該土地は遊休状態となっており、将来のキャッシュ・イン・フローが見込めないことから帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

(のれんの減損損失)

連結子会社であるマイ・サクセス株式会社にかかるのれんについて、想定していた超過収益力

が見込めなくなったことから、減損認識時点における帳簿価額の全額を減損損失として計上してお

ります。

(3) 資産のグルーピングの方法

当社グループは、減損損失を認識するにあたり、管理会計上採用している事業単位毎に区分し

て資産グルーピングを行っております。遊休資産及びのれんについては個別単位でグルーピングを

行っております。

(4) 回収可能額の算定方法

回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しております。なお、のれんについ

ては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、零としております。
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貸 借 対 照 表
(平成27年６月30日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,626,612 流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

預 り 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

1,488,272

75,927

850,004

246,408

26,274

43,296

57,708

94,073

60,873

9,273

24,433

588,863

498,692

47,494

30,356

6,130

6,189

現 金 及 び 預 金 1,246,986

受 取 手 形 2,534

売 掛 金 282,492

商 品 2,667

仕 掛 品 247

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 10,050

未 収 入 金 23,292

前 払 費 用 10,937

預 け 金 404

繰 延 税 金 資 産 11,326

そ の 他 37,395

貸 倒 引 当 金 △1,722

固 定 資 産 883,197

有 形 固 定 資 産 414,068

建 物 183,005

構 築 物 5,081

機 械 装 置 8,554

工 具 器 具 備 品 28,911

リ ー ス 資 産 38,045

土 地 145,979

建 設 仮 勘 定 4,490

無 形 固 定 資 産 12,407

そ の 他 12,407

投 資 そ の 他 の 資 産 456,722 負 債 合 計 2,077,135

投 資 有 価 証 券 1,000 純 資 産 の 部

関 係 会 社 株 式 216,987 株 主 資 本 426,704

出 資 金 9,874 資 本 金 213,240

差 入 保 証 金 35,436 資 本 剰 余 金 142,056

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 1,013 資 本 準 備 金 133,240

関係会社長期貸付金 22,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 8,816

破 産 更 生 債 権 等 5,493 利 益 剰 余 金 250,065

長 期 前 払 費 用 3,438 利 益 準 備 金 770

投 資 不 動 産 16,145 そ の 他 利 益 剰 余 金 249,295

保 険 積 立 金 87,298 　繰 越 利 益 剰 余 金 249,295

繰 延 税 金 資 産 36,601 自 己 株 式 △178,657

貸 倒 引 当 金 △3,976 新 株 予 約 権 5,969

そ の 他 25,411 純 資 産 合 計 432,674

資 産 合 計 2,509,809 負 債 純 資 産 合 計 2,509,809
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損 益 計 算 書

（平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,476,690

売 上 原 価 3,033,459

売 上 総 利 益 443,230

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 485,598

営 業 損 失 （△） △42,367

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 62,686

受 取 地 代 家 賃 32,015

経 営 指 導 料 82,689

そ の 他 9,310 186,702

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,740

社 債 利 息 214

不 動 産 賃 貸 費 用 13,142

為 替 差 損 2,424

そ の 他 16,386 44,909

経 常 利 益 99,426

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 807

子 会 社 株 式 売 却 益 195,113 195,921

特 別 損 失

投 資 不 動 産 売 却 損 28,601

減 損 損 失 72,895

関 係 会 社 株 式 評 価 損 44,762

そ の 他 3,617 149,877

税 引 前 当 期 純 利 益 145,470

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 94,253

法 人 税 等 調 整 額 △2,855

当 期 純 利 益 54,072
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株主資本等変動計算書

（平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

新株予
約権

純 資 産
合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資 本

準備金

その他
資本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

利益
準備金

そ の 他
利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

当期首残高 213,240 133,240 8,816 142,056 770 209,994 210,764 △178,643 387,417 2,731 390,149

事業年度中の変動額

剰余金の
配当

△14,771 △14,771 △14,771 △14,771

当期純利
益

54,072 54,072 54,072 54,072

自己株式
の取得

△14 △14 △14

株主資本
以外の項
目の当期
変 動 額
（純額）

3,237 3,237

事業年度中の
変動額合計

― ― ― ― ― 39,301 39,301 △14 39,287 3,237 42,525

当期末残高 213,240 133,240 8,816 142,056 770 249,295 250,065 △178,657 426,704 5,969 432,674
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項

（1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

② 子会社 移動平均法による原価法

（2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品、原材料、貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

定額法によっております。

（4）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式を採用しております。

2. 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書関係）

(1) 前事業年度において、特別利益の「その他」に含めていた「固定資産売却益」は、重要性が増

したため、当事業年度より区分掲記しております。

(2) 前事業年度において区分掲記しておりました特別損失の「固定資産徐却損」（当事業年度244千

円）は、重要性が乏しいため、当事業年度においては特別損失の「その他」に含めて表示して

おります。
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3. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産

　 長期借入金275,000千円の担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物及び構築物 168,173千円

土地 142,829千円

　合計 311,002千円

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額 257,050千円

　(3) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

株式会社One Flower 188,644千円

株式会社SHF 133,881千円

株式会社花時 28,342千円

以下の関係会社のリース取引に対して債務保証を行っています。
マイ・サクセス株式会社 2,999千円

　(4) 区分表示したものの他、関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　 売掛金 11,856千円

立替金 3,599千円

未収入金 19,449千円

　 長期貸付金 9,000千円

　 一年内返済長期貸付金 20,000千円

　 その他 1,460千円

　 短期貸付金 22,000千円

　 買掛金 35,382千円

　 未払金 1,284千円

　 未払費用 40千円

4. 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　 営業取引 売上高 195,437千円

　 仕入高 386,486千円

　 販売費及び一般管理費 24,471千円

　 営業取引以外 受取利息 1,166千円

　 受取配当金 61,247千円

　 受取地代家賃 24,194千円

経営指導料 82,689千円

　 支払利息 515千円

　 不動産賃貸費用 1,835千円

　 雑損失 130千円
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5. 株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 855,752株

6. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発

生の主な原因は、外国子会社みなし配当相当額であります。

　

7. リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具については所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。

　

8. 関連当事者との取引に関する注記

　(1) 役員及び個人主要株主等

種類 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

個人主
要株主
・役員

三島美佐夫 ― ―
当社代
表取締
役社長

(被所有)
直接
16.8

― ―

当社生花
仕入債務
等に対す
る債務被

保証
(※)

31,808 ― ―

　(注) 1. 取引金額には消費税等は含まれておりません。

　 2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

※ 買掛金31,808千円の仕入債務等は、株式会社なにわ花市場、株式会社大田花き、株式会社フ

ラワーオークションジャパン、福岡県花卉農業協同組合、株式会社ＪＦ鶴見花き、宮城県花

卉商業協同組合、株式会社長野中央園芸市場であり、代表取締役社長である三島美佐夫の債

務保証を受けております。なお、保証料の支払いは行っておりません。
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　(2) 子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
美 麗 花 壇
股份有限公司

台北市
8,500
千NT$

生花祭壇
の製作
・販売

(所有)
直接
100.0

兼任
生花祭壇
の製作
指導等

受取
配当金

44,637 ― ―

子会社
株 式 会 社
One Flower

熊本市 62,500
ブライダル
装花、ブーケ
等の販売

(所有)
直接
100.0

兼任

生花の
販売・
ブライダル
商品の仕入

経営
指導料

40,566 未収入金 9,562

債務保証 188,644 ― ―

子会社
株 式 会 社

SHF
京都府
福知山市

58,000
システム
開発事業

(所有)
直接
100.0

―
債務
保証

債務保証 133,881 ― ―

子会社
株 式 会 社
花 時

沖縄県
中頭郡

3,330
生花祭壇
の製作
・販売

(所有)
直接
100.0

―
債務
保証

債務保証 28,342 ― ―

子会社
マイ・サクセス
株 式 会 社

千葉県
成田市

30,000
花卉等の
卸売販売

(所有)
直接
100.0

兼任
資金
援助

生花の
仕入

386,486 買掛金 35,382

9. １株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 101円11銭

　(2) １株当たり当期純利益 12円81銭

10. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

― 33 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 16時15分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年８月24日

株式会社 ビューティ花壇

　取締役会 御中
監査法人 よつば綜合事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 神 門 剛 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 高 屋 友 宏 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ビューティ花壇の平成26年７月１日から
平成27年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ビューティ花壇及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年８月24日

株式会社 ビューティ花壇

　取締役会 御中

監査法人 よつば綜合事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 神 門 剛 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 高 屋 友 宏 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビューティ花壇の平成26年7月１日
から平成27年6月30日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書
　
当監査役会は、平成26年7月1日から平成27年6月30日までの第19期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、監査役会全員の一致した意見として、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取
締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システムの状況並びにその執行状況）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が、独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結
計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。

２.監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は、認められ
ません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 監査法人よつば綜合事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 監査法人よつば綜合事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年８月24日

株式会社ビューティ花壇 監査役会

常勤監査役
社外監査役

竹 内 尚 ㊞

常勤監査役
社外監査役

亀 井 浩太郎 ㊞

監 査 役
社外監査役

酒 井 由香里 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

第19期の期末配当につきましては、当連結会計年度の業績及び今後の事業展開等

を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

　(1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金３円55銭といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は14,981,880円となります。

　(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成27年９月28日といたしたいと存じます。

第２号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

(1) 当社の今後の事業展開に備えるとともに、子会社の定款所定の目的事項と当

社定款所定の目的事項について整理を行うべく、現行定款第2条の「目的」に事

業目的を修正・追加・削除するものであります。

(2) 平成27年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90

号）により、責任限定契約を締結できる取締役及び監査役の範囲が変更されま

した。これに伴い、定款第27条２項及び第37条２項に所定の変更を行うもので

あります。なお、定款第27条第２項の変更案を本総会に提出することにつきま

しては、監査役全員の同意を得ております。

(3) 現行定款の字句の修正をするものであります。

　

２．変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。
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（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

（目的）
第2条 当会社は、次の事業を営むこと
を目的とする。
(1) (条文省略)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(2) (条文省略)
(3) (条文省略)
(新設)
(新設)

(新設)

(新設)

(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)

(新設)
(新設)
(新設)

(4)生花及び関連商品の輸出入業
(新設)

(新設)
(新設)
(5)～(11) (条文省略)
(新設)

(新設)

（目的）
第2条（現行どおり）

(1) (現行どおり)
(2)花卉類の卸及び小売販売業
(3)観葉植物類の卸及び小売販売業
(4)観葉植物類のレンタル業
(5)園芸用品の販売業
(6) (現行どおり)
(7) (現行どおり)
(8)葬祭事業
(9)冠婚葬祭に関する企画・運営並びに
コンサルタント業務
(10)冠婚葬祭に関する情報の提供、仲介
斡旋業務
(11)冠婚葬祭に必要な物品の賃貸及び慶
弔事務の請負
(12)冠婚葬祭の儀式請負
(13)冠婚葬祭の式場設備の提供
(14)一般貨物自動車運送事業
(15)一般貨物自動車運送事業(霊柩)
(16)一般貸切旅客自動車運送事業
(17)特定旅客自動車運送事業
(18)一般乗用旅客自動車運送事業
(19)貨物運送取扱事業
(20)遺体衛生保全
(21)冠婚葬祭用贈答品の販売
(22)墓地墓石の販売・斡旋
(23)遺言信託と遺産整理の信託代理店業
務の媒介
(24)仏壇仏具及び葬祭用具の販売
(25)葬祭行事、法要スタッフの派遣
(26)墓石、仏壇等の葬祭用品の販売及び
仲介
(27)生花、鉢物及び関連商品の輸出入業
(28)生花、鉢物及び関連商品の販売業及
びコンサルタント
(29)コンピューターの販売
(30)ソフトウェアーの開発
(31)～(37)（現行どおり）
(38)企業の経理・財務管理、人事・労務
管理、情報システム管理業務のアウトソ
ーシングの受託
(39)人材育成のための教育事業並びに研
修、カウンセリング業務
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現行定款 変更案

(新設)

(12)～(13) (条文省略)
(14)不動産の売買、賃貸、管理
(新設)

(新設)

(新設)
(新設)
(新設)

(新設)
(新設)
(新設)

(新設)
(15) (条文省略)
(新設)

(16)～(20) (条文省略)
(21)介護保険法に基づく居宅介護支援事
業
(22)～(47) (条文省略)
(48)介護保険法に基づく介護予防福祉用
具貸与事業
(49)～(64) (条文省略)
(新設)

(新設)

(新設)

(新設)

(65)～(66) （条文省略）
(新設)

(40)コールセンターの運営及び管理並び
にそれらの受託
(41)～(42)（現行どおり）
(43)不動産の取得、所有
(44)不動産の売買、仲介、賃貸、管理及
び鑑定
(45)住宅地・工業用地等の開発・造成及
び販売
(46)住宅の建設及び販売
(47)工事の設計、施工、監理及び販売
(48)ホテル、レストラン、レジャー・流
通施設、有料老人ホーム等の所有、賃貸
及び経営
(49)駐車場の経営
(50)不動産特定共同事業法に基づく事業
(51)生命保険の募集に関する業務並びに
損害保険及び自動車損害賠償保険法に基
づく保険の代理業
(52)不動産担保貸付その他金銭の貸付
(53)（現行どおり）
(54)土木建築用資材その他前各号に関す
る製品の売買、その仲介及び輸出入
(55)～(59) (現行どおり)
(60)介護保険法に基づく居宅サービス及
び居宅介護支援事業
(61)～(86) (現行どおり)
(87)介護保険法に基づく指定住宅介護支
援業務及び福祉用具貸与事業
(88)～(103) (現行どおり)
(104)障害者総合支援法に基づく障害福
祉サービス事業
(105)障害者総合支援法に基づく一般相
談支援事業
(106)障害者総合支援法に基づく特定相
談支援事業
(107)障害者総合支援法に基づく地域活
動支援センター
(108)～(109) (現行どおり)
(110)第一種社会福祉事業
　(イ) 特別養護老人ホームの経営
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現行定款 変更案

(新設)

(新設)

(新設)

(新設)
(新設)
(新設)
(新設)

(新設)

(新設)

(67)～(71) (条文省略)
(新設)

(72)～(76) (条文省略)
(77)投資、商品投資売買、商品投資顧
問、証券投資顧問、投資法人資産運用

(78) (条文省略)
(79)板金プレス製作
(80)プレス金型製作販売
(81)警備業法に基づく警備業
(82)～(84) (条文省略)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)

(111)第二種社会福祉事業
(イ) 老人短期入所事業の経営
(ロ) 老人デイサービスセンターの経

営
(ハ) 老人居宅介護等事業の経営
(ニ) 老人介護支援センターの経営
(ホ) 認知症対応型老人共同生活援助

事業の経営
(112)高齢者専用賃貸住宅・高齢者向け
優良賃貸住宅・サービス付き高齢者向け
住宅の設置、運営、管理
(113)生活消費材の生産、加工及び販売
並びにこれらの請負
(114)生活消費材の販売店の経営
(115)飲食店及び食堂の経営
(116)食堂経営の請負
(117)プラスチック製品の加工及び加工
の請負
(118)電子部品及び電子製品の加工及び
組立の請負
(119)地方自治法に規定する指定管理者
として地方公共団体の指定を受けて行う
公の施設管理
(120)～(124) (現行どおり)
(125)花卉、種苗、蔬菜、果実等の栽培、
売買、貯蔵及び市場の経営
(126)～(130) (現行どおり)
(131)不動産・商品投資売買、不動産・
有価証券その他金融資産に関する投資顧
問業務、投資法人資産運用
(132) (現行どおり)
(削除)
(削除)
(削除)
(133)～(135) (現行どおり）
(136)装飾業
(137)物品賃貸業
(138)小額短期保険業
(139)警備業務、保安業務
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現行定款 変更案

(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)
(新設)

(新設)

(新設)
(新設)

(85) (条文省略)

（取締役の責任免除）
第27条 当会社は、会社法第426条第1項
の規定により、取締役会の決議をもっ
て、同法第423条第1項の取締役（取締役
であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において免除することができ
る。
② 当会社は、会社法第427条第1項の規
定により、社外取締役との間に、同法第
423条第1項の損害賠償責任を限定する契
約を締結することができる。ただし、当
該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令の定める額とする。

（監査役の責任免除）
第37条 当会社は、会社法第426条第1項
の規定により、取締役会の決議をもっ
て、同法第423条第1項の監査役（監査役
であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において免除することができ
る。
② 当会社は、会社法第427条第1項の規
定により、社外監査役との間に、同法第
423条第1項の損害賠償責任を限定する契
約を締結することができる。ただし、当
該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令の定める額とする。

(140)建物内外の保守管理・清掃業
(141)印刷業
(142)仕出し賄業
(143)食堂・レストランの経営
(144)イベント企画
(145)看板製作販売
(146)衣料品、日用雑貨、煙草、印紙、
切手、飲食物の販売
(147)文房具、衣料品、服飾雑貨の販売
及び輸出入
(148)酒類、食料品の販売及び輸出入
(149)法務、総務、会計・経理、財務、
及び調達・購買等に関する業務並びに人
事、労務管理に関する業務等の代行、IT
サービスの提供
(150) (現行どおり)

（取締役の責任免除）
第27条 （現行どおり）

② 当会社は、会社法第427条第1項の規
定により、取締役（業務執行取締役等で
あるものを除く）との間に、同法第423
条第1項の損害賠償責任を限定する契約
を締結することができる。ただし、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令の定める額とする。

（監査役の責任免除）
第37条 （現行どおり）

② 当会社は、会社法第427条第1項の規
定により、監査役との間に、同法第423
条第1項の損害賠償責任を限定する契約
を締結することができる。ただし、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令の定める額とする。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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熊本市役所

銀座通り
花畑町

熊本城・
市役所前坪井川

崇城大学
市民ホール

交通
センター

国際
交流会館

熊本ホテル
キャッスル

鶴屋百貨店

通町筋

県立美術館
分館

熊本城

本丸

監物台樹木園

県立美術館
（永青文庫展示室）

二の丸
駐車場

桜の馬場
城彩苑

上
通

り

下
通

り

株主総会会場ご案内図

会場　熊本県熊本市中央区二の丸１番１－１号

　 「桜の馬場 城彩苑」 総合観光案内所

　 ２階 多目的交流施設

交通 バス（しろめぐりん） 城彩苑 下車

バス・市電 市役所前より徒歩５分

バス・市電 熊本交通センターより徒歩５分

※城彩苑駐車場あり（有料）
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